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○周南市市民参画条例 

平成１８年１２月２２日  

条例第６７号  

目次 

前文 

第１章 総則（第１条―第５条） 

第２章 市民参画の実施等（第６条―第１４条） 

第３章 市民参画の推進（第１５条―第１７条） 

第４章 雑則（第１８条―第２０条） 

附則 

地方分権の時代を迎え、「地域のことは、地域で考え、決定し、行動しよう」、「

市民に身近なことは市民が参画し、その責任において決め、解決しよう」、「自分た

ちの地域社会は自分たちで治めよう」という自治意識の成熟が求められるようになっ

てきました。 

 幸いにも、私たちのまち・周南市では、まちづくりに対して自発的に提言し、様々

な課題を主体的に解決していこうという意識をもつ市民が数多く生まれています。未

来に向けて、豊かで輝きに満ちた周南市を創造していくためには、これら市民の力を

結集するとともに、これまで以上に、市民自らが公共の担い手となり、自治意識と責

任感、相互協力のこころをはぐくみ、協働によるまちづくりを進めていくことが必要

です。 

こうした考え方を具体化するための第一歩として、市民一人ひとりが主体的に市政

に参画するための基本的な取り決めをまとめた周南市市民参画条例をここに定めます。 

市民が市政に関心をもち、自ら主体的に発言し、提案することを通して、周南のま

ちを市民と市がともに手を携えて築いていくことに誇りと喜びを感じられる時代がく

ることを、私たちは確信しています。 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、市民が主体的に市政に参画するために必要な基本事項を定める

ことにより、協働によるまちづくりを推進し、豊かで輝きに満ちた地域社会を築い

ていくことを目的とします。 
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（定義） 

第２条 この条例において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定め

るとおりとします。 

⑴ 市民 市内に住む人、働く人、学ぶ人及び市内に事務所又は事業所を有するも

のをいいます。 

⑵ 市の機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、監査委員、農業

委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業管理者及び消防長をいいます。 

⑶ 協働 市民と市の機関が、目標を共有した上で、対等な立場に立ち、それぞれ

に果たすべき責任と役割を自覚し、協力し合うことをいいます。 

⑷ 市民参画 市の機関が行う施策に市民の意見、提案等（以下「市民の意見等」

といいます。）を反映させるため、その企画立案から実施、評価に至るまで、市

民が主体的に参画することをいいます。 

（基本原則） 

第３条 市民参画の基本原則は、次のとおりとします。 

⑴ 市民が、自らの意思と責任の下に行うものとします。 

⑵ 市民が平等に参画することができるものとします。 

⑶ 市民と市の機関が、対等な立場で、相互の役割を理解し、尊重しながら行うも

のとします。 

⑷ 市民と市の機関が、市政に関する情報を共有することにより行うものとします。 

（市民の責務） 

第４条 市民は、進んで市政に参画し、自らの知識や経験を市政に生かしていくよう

努めるものとします。 

２ 市民は、自らの発言と行動に責任を持って市政に参画するよう努めるものとしま

す。 

３ 市民は、公共の利益を図ることを基本として、お互いの意見を尊重しあいながら、

市政に参画するよう努めるものとします。 

（市の機関の責務） 

第５条 市の機関は、市政に関する情報を積極的に市民に提供するよう努めるものと

します。 

２ 市の機関は、市民参画の機会を積極的に設けるよう努めるものとします。 
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３ 市の機関は、市民の意向を的確に把握し、施策に反映させるよう努めるものとし

ます。 

第２章 市民参画の実施等 

（市民参画の対象） 

第６条 市民参画の対象となる施策（以下「対象施策」といいます。）は、次のとお

りとします。 

⑴ 市の基本構想、基本計画その他市政の基本的な事項を定める計画の策定又は変

更 

⑵ 市政の基本的な方針を定める条例の制定又は改廃 

⑶ 市民に義務を課し、又は市民の権利を制限する条例の制定又は改廃 

⑷ 広く市民に適用され、市民生活や事業活動に直接、重大な影響を与える制度の

導入又は改廃 

⑸ 広く市民が利用する大規模な公共施設の設置に関する計画等の策定又は変更 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当するものは、市民参画の対

象としないことができます。 

⑴ 緊急を要するもの 

⑵ 軽易なもの 

⑶ 法令の規定により市民参画を実施するもの 

⑷ 法令の規定により施策の実施の基準が定められており、当該基準に基づき行う

もの 

⑸ 市の機関の内部事務処理に関するもの 

⑹ 市税の賦課その他金銭の徴収に関するもの 

⑺ 前各号に掲げるもののほか、これらに準ずるもの 

３ 市の機関は、第１項各号に掲げるもの以外のもの（前項各号のいずれかに該当す

るものを除きます。）にあっても、市民参画の対象とすることができます。 

４ 市の機関は、対象施策としているものであって、第２項の規定により市民参画を

実施しなかった場合において、市民からその理由を求められたときは、当該市民に

これを説明しなければなりません。 

５ 市の機関は、対象施策としているものであって、第２項第１号の緊急を要するこ

とを理由に市民参画を実施しなかったときは、第１５条に定める周南市市民参画推
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進審議会に報告しなければなりません。 

（市民参画の方法） 

第７条 この条例における市民参画の方法は、次のとおりとします。 

⑴ パブリック・コメント（市の機関が施策を定めるとき、その原案を公表して、

書面等により広く意見を求め、その意見の概要、意見に対する市の機関の考え方

等を公表する方法） 

⑵ 市民説明会（市の機関が施策を定めるとき、市民に事業決定の前に考えを説明

し、市民の意見等を聴取し、又は討議する方法） 

⑶ ワークショップ（市の機関が施策を定めるとき、市民と市の機関又は市民同士

が問題点を共有し、認識しながら、相互に議論、共同作業などを通して、案を作

り上げていく方法） 

⑷ 審議会等（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規

定により設置された審議会、審査会等の附属機関及び市の機関が定める要綱等に

より設置された懇話会、研究会等に、市の機関が諮問等をすることにより意見等

を求める方法） 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市の機関が適当と認める方法 

（市民参画の実施） 

第８条 市の機関は、市民参画を実施しようとするときは、前条各号に掲げる市民参

画の方法のうちから、適切な方法により実施します。 

２ 市の機関は、市民参画を実施しようとするときは、次の事項に配慮します。 

⑴ 必要と認められるときは、複数の方法により多様な市民の意見等が得られるよ

うにすること。 

⑵ 高度な専門性を必要とする施策については、深い知識と経験を持つ市民の参画

が得られるようにすること。 

⑶ 地域性を有する施策については、対象となる地域の市民の参画が得られるよう

にすること。 

３ 市の機関は、市民参画を実施しようとするときは、その結果を施策の決定に生か

すことができる適切な時期に実施するものとします。 

４ 市の機関は、市民参画を実施しようとするときは、周南市情報公開条例（平成１

６年周南市条例第３６号）に定める不開示情報に該当するものを除き、施策に関す
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る情報を適切な時期に公表するものとします。 

（提出された意見等の検討） 

第９条 市の機関は、市民参画の実施により提出された市民の意見等を尊重し、検討

します。 

（公表の方法） 

第１０条 この条例に定める公表の方法は、次に定めるとおりとし、２以上の方法で

行うこととします。 

⑴ 市広報紙への掲載 

⑵ 市ホームページへの掲載 

⑶ ケーブルテレビでの放映 

⑷ 周南市公告式条例（平成１５年周南市条例第３号）に定める掲示場への掲示 

⑸ 市の機関が設置する情報公開・個人情報保護担当の窓口への備付け 

⑹ 前各号に掲げるもののほか、市民に広く周知できる方法 

（パブリック・コメントの実施） 

第１１条 市の機関は、パブリック・コメントを実施するときは、次の事項を公表し

ます。 

⑴ 施策の案及びその案に関する資料 

⑵ 意見の提出先、提出期間及び提出手段 

⑶ 前２号に掲げるもののほか、市の機関が必要と認める事項 

２ パブリック・コメントにおける意見の提出期間は、前項の規定による公表の日か

ら原則として１箇月とします。 

３ パブリック・コメントにおける意見の提出手段は、次に掲げるとおりとします。 

⑴ 書面持参 

⑵ 郵便 

⑶ ファクシミリ 

⑷ 電子メール 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、市の機関が必要と認める手段 

４ パブリック・コメントにより意見を提出しようとするものは、住所、氏名（法人

その他の団体にあっては所在地、名称及び代表者氏名）及び連絡先を明らかにしま

す。 
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５ 市の機関は、パブリック・コメントにより提出された意見に対する検討を終えた

ときは、周南市情報公開条例に定める不開示情報に該当するものを除き、意見の概

要及び市の機関の考え方並びに施策の案を修正したときはその修正内容を公表しま

す。 

（市民説明会、ワークショップ等の実施の公表） 

第１２条 市の機関は、市民説明会、ワークショップその他市の機関が行う施策に市

民の意見等を反映させるため市民に参画を求める集会を実施するときは、日時、場

所、内容等に関する情報を開催日の２週間前までに公表します。 

２ 市の機関は、市民説明会、ワークショップその他市の機関が行う施策に市民の意

見等を反映させるため市民に参画を求める集会を実施したときは、周南市情報公開

条例に定める不開示情報に該当するものを除き、開催記録を公表します。 

（審議会等の委員公募及び会議の公開） 

第１３条 市の機関は、審議会等の委員を選任するときは、委員の公募に努めます。 

２ 審議会等の委員の公募に関し必要な事項は、別に定めるところによります。 

３ 審議会等の会議は、事前に開催を公表し、周南市情報公開条例第２２条の規定に

より公開します。 

（意向の把握） 

第１４条 市の機関は、この章に定めるもののほか、適切な方法により、広く市民の

意識や意見を把握するよう努めます。 

第３章 市民参画の推進 

（市民参画推進審議会の設置） 

第１５条 この条例に定める市民参画の適正な運用及び市民参画を推進する上で必要

な事項を審議するために周南市市民参画推進審議会（以下「推進審議会」といいま

す。）を設置します。 

２ 推進審議会は、市長の諮問に応じ、次に掲げる事項について調査審議します。 

⑴ 第６条第５項の規定による報告に関する事項 

⑵ 市民参画の実施状況の評価に関する事項 

⑶ この条例の運用状況に関する事項 

⑷ 市民参画の方法の研究及び改善に関する事項 

⑸ この条例の見直しに関する事項 
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⑹ 前各号に掲げるもののほか、市民参画に関する基本的事項 

３ 推進審議会は、市民参画の推進に関する事項について、市長に意見を述べること

ができます。 

４ 推進審議会は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する２０人以内の委員をもっ

て組織します。 

⑴ 市長が行う公募に応じた者 

⑵ 学識経験者 

⑶ 前２号に掲げる者のほか、市長が必要と認める者 

５ 推進審議会の委員の任期は、２年とします。ただし、補欠の委員の任期は、前任

者の残任期間とします。 

６ 推進審議会の委員は、再任されることができます。 

（市民参画の実施状況等の公表） 

第１６条 市長は、毎年度、市民参画の実施状況及び推進審議会における評価（前条

第２項第２号の規定による評価をいいます。）結果をまとめて公表します。 

（市民参画の方法の普及等） 

第１７条 市民と市の機関は、様々な市民参画の方法の普及に努めるとともに、それ

らの長所及び短所を理解し、有効に運用できる人材の養成に努めます。 

第４章 雑則 

（意思決定過程の特例） 

第１８条 審議会等がこの条例に定める市民参画の方法に準じて策定した報告、提言

又は答申に基づき、市の機関が行う施策については、この条例に定める市民参画を

実施する必要はありません。 

（条例の見直し） 

第１９条 市長は、社会情勢の変化や市民参画の状況を踏まえ、必要に応じ、この条

例の見直しを行います。 

（委任） 

第２０条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、市長

が別に定めます。 

附 則 

（施行期日） 
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１ この条例は、平成１９年４月１日から施行します。 

（経過措置） 

２ この条例の施行の際、既に着手され、又は着手のための準備が進められている施

策であって、時間的な制約その他正当な理由により市民参画を実施することが困難

な場合については、第６条から第１３条までの規定は適用しません。 


